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平成２３年１１月２９日判決言渡 同日判決原本領収 裁判所書記官 

平成２３年（行ケ）第１００３２号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２３年１１月１７日 

判 決 

原 告    アライドテレシス株式会社 

訴訟代理人弁護士    菅  尋 史 

      上 田 有 美 

     弁理士     細 田 益 稔 

      石 井  総 

被 告    パナソニック電工株式会社 

訴訟代理人弁護士    岩 坪  哲 

      速 見 禎 祥 

 

主 文 

原告の請求を棄却する。 

訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 原告が求めた判決 

特許庁が無効２０１０－８０００７３号事件について平成２２年１２月２７日に

した審決を取り消す。 

 

第２ 事案の概要 

本件は，原告からの無効審判請求について請求不成立とした審決の取消訴訟であ

る。争点は，請求項１に係る本件発明の進歩性（容易想到性）の有無である。 

１ 特許庁における手続の経緯 
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被告は，平成３年７月８日，名称を「送受信線切替器」とする発明につき特許出

願し，平成８年６月１４日，本件特許設定登録を受けた（特許第２５３０７７１号）。 

原告は，平成２２年４月２１日，本件特許につき無効審判請求をした（無効２０

１０－８０００７３号）。原告は，当初，本件発明の進歩性欠如の主張のほかに，本

件発明が明細書の発明の詳細な説明に記載されたものではなく，サポート要件違反

に当たる旨や本件発明が出願当時の周知技術と同一であり，新規性を欠く旨も無効

理由としたが，新規性欠如の主張は審判の途中で撤回された。サポート要件違反の

点に関する審決の判断の当否は本件訴訟における争点になっていない。 

特許庁は，平成２２年１２月２７日，「本件審判の請求は成り立たない。」との審

決をし，その謄本は平成２３年１月７日に原告に送達された。 

２ 本件発明の要旨 

本件発明は，ネットワークで使用され，送受信を切り替える機器に関する発明で，

その特許請求の範囲は以下のとおりである。 

「ＩＥＥＥ８０２．３規格の１０ＢＡＳＥ－Ｔに準拠するツイストペア線を使用

したネットワークにおいて，ＭＡＵ又はＤＴＥに接続される送受信線を切り替える

ための切替器であって，信号線の接続を検査するために送信器から受信器に伝送さ

れるリンクテストパルスを検出するリンクテストパルス検出手段と，リンクテスト

パルス検出手段の検出結果から送信線か受信線かを判断して信号線を切り替える信

号線切替制御部とを備えることを特徴とする送受信線切替器。」 

３ 原告が審判で提出した証拠方法及び主張した無効理由 

(1) 証拠方法 

【甲第１号証】特開昭６２－２９９１３８号公報 

【甲第２号証】特開昭６１－１４０２５７号公報 

【甲第３号証】特表平３－５００２３８号公報 

【甲第４号証】IEEE Standards 802.3i-1990（１９９０年９月２８日認証）の Section

１３表紙，Section１４表紙，２２，２３，２８，５２，５３，５４頁 
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【甲第５号証】「特集’９０年代ＬＡＮのエース『ツイスト・ペアＥｔｈｅｒｎｅ

ｔ』」（オーム社「コンピュータ＆ネットワークＬＡＮ」１９９０年９月号Ｖｏｌ．

８Ｎｏ．９）２５～３１頁，表紙及び目次 

【甲第６号証】「10 Mb/s twisted pair CMOS transceiver with transmit waveform 

pre-equalization」（Custom Integrated Circuits Conference, Proceedings of the IEEE 1991，

１９９１（平成３）年５月発行）7.3.1～7.3.4，表紙 

【甲第７号証】特開平４－１８０４３７号公報 

【甲第８号証】特開平５－１４３５９号公報 

【甲第１０号証】実公昭６３－１２６００号公報 

(2) 無効理由 

ア 無効理由Ⅰ－１ 

本件発明は，甲第１号証に記載された甲１発明に，甲第４ないし９号証に記載さ

れた周知技術を組み合わせることにより，本件出願当時，当業者において容易に想

到できたものであるから，進歩性を欠く。 

イ 無効理由Ⅰ－２ 

本件発明は，甲第２号証に記載された甲２発明に，甲第４ないし９号証に記載さ

れた周知技術を組み合わせることにより，本件出願当時，当業者において容易に想

到できたものであるから，進歩性を欠く。 

ウ 無効理由Ⅰ－３ 

本件発明は，甲第３号証に記載された甲３発明に甲第４ないし９号証に記載され

た周知技術を組み合わせることにより，本件出願当時，当業者において容易に想到

できたものであるから，進歩性を欠く。 

エ 無効理由Ⅱ（本件訴訟では争点となっていない。） 

本件発明は，明細書の詳細な説明に記載されたものではないから，サポート要件

を欠く。 

４ 審決の理由の要点 
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(1) 無効理由Ⅰ－１について 

【甲第１号証に記載された甲１発明】 

「ＲＳ－２３２Ｃケーブルを使用したネットワークにおいて，ＤＣＥ又はＤＴＥ

に接続される送受信線を切り替えるためのデータインタフェース装置であって，レ

シーバの入力電圧を検出する手段と，検出する手段の検出結果から送信線か受信線

かを判断して信号線を切り替える制御部と半導体スイッチを備えるデータインタフ

ェース装置。」 

【本件発明と甲１発明の一致点】 

「ネットワークにおいて，ＤＴＥに接続される送受信線を切り替える機能を備え

た装置であって，検出する手段と，検出する手段の検出結果から送信線か受信線か

を判断して信号線を切り替える手段とを備える送受信線を切り替える機能を備えた

装置」である点 

【本件発明と甲１発明の相違点】 

・相違点１ 

「ネットワーク」が，本件発明は「ＩＥＥＥ８０２．３規格の１０ＢＡＳＥ－Ｔ

に準拠するツイストペア線を使用したネットワーク」であるのに対し，甲１発明は

「ＲＳ－２３２Ｃケーブルを使用したネットワーク」である点 

・相違点２ 

「送受信線」が接続されるものが，本件発明は「ＭＡＵ又はＤＴＥ」であるのに

対し，甲１発明は「ＤＣＥまたはＤＴＥ」である点 

・相違点３ 

「送受信線を切り替える機能を備えた装置」が，本件発明では「切替器」である

のに対し，甲１発明では「データインタフェース装置」である点 

・相違点４ 

「検出する手段」が，本件発明では「信号線の接続を検査するために送信器から

受信器に伝送されるリンクテストパルスを検出するリンクテストパルス検出手段」
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であるのに対し，甲１発明では「レシーバの入力電圧を検出する手段」である点 

・相違点５ 

「検出結果から送信線か受信線かを判断して信号線を切り替える手段」が，本件

発明では「信号線切替制御部」であるのに対し，甲１発明では「制御部と半導体ス

イッチ」である点 

【相違点に係る構成の容易想到性に係る審決の判断（９，１０頁）】 

「まず，上記（相違点４）について，以下に検討する。 

上記（相違点４）に関連して，原告は，審判請求書において『甲第１号証に記載の発明にお

いて，送受信線として周知の１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線を使用すれば，検出する

信号として，ツイストペア線において伝送されるリンクテストパルスを選択することは，本件

特許出願前に当業者であれば容易に選択しうることである。』・・・と主張している。 

しかしながら，たとえ１０ＢＡＳＥ－Ｔに準拠するツイストペア線においてリンクテストパ

ルスが伝送されることが周知技術であったとしても，リンクテストパルスはあくまで単純なリ

ンクセグメント障害を検出する目的で送信される信号であり（甲４の２８頁２５～３３行），こ

れを送信線か受信線かの判定に用いる動機付けとなる記載は上記甲各号証のいずれにも見当た

らない。 

さらに，ツイストペア線に接続されたＭＡＵのＲＤ回路が受信しうる信号としては，リンク

テストパルスの他にＲＤ入力もある（甲４の２８頁２５～３３行）が，この２つの信号のうち

リンクテストパルスを判定のため選択する積極的理由も上記甲各号証のいずれにも見当たらな

い。 

そして，本件発明は，送信線か受信線かを判断する手段としてリンクテストパルス検出手段

を採用することにより，『１０ＢＡＳＥ－Ｔにおいて，ＭＡＵとＤＴＥを接続するときにはスト

レート接続，ＭＡＵ同士あるいはＤＴＥ同士を接続するときにはクロス接続が要求されるとい

う１０ＢＡＳＥ－Ｔに固有の問題点を，リンクテストパルスという１０ＢＡＳＥ－Ｔに元々備

わっている機能をうまく利用して解決したものであるから，コストの増加を最小限に抑えるこ

とができる』（本願明細書段落【００１１】）という作用効果を得ることができたものである。 

したがって，上記（相違点４）は，甲第４～６号証に記載された事項から当業者が容易に想

到し得たものとは認められない。 

よって，他の相違点について検討するまでもなく本件発明が甲各号証に記載された発明に基

づいて当業者が容易に発明をすることができたものとすることはできない。」 

(2) 無効理由Ⅰ－２について 

【甲第２号証に記載された甲２発明】 
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「Ｖ．２８を使用したネットワークにおいて，ＤＣＥ又はＤＴＥに接続される送

受信線を切り替えるためのデータ回線終端装置であって，受信回路の入力電圧を検

出し，その検出結果から送信線か受信線かを判断して信号線を切り替える受信信号

電圧検出回路を備えたデータ回線終端装置。」 

【本件発明と甲２発明の一致点】 

「ネットワークにおいて，ＤＴＥに接続される送受信線を切り替える機能を備え

た装置であって，検出する機能と，検出する機能の検出結果から送信線か受信線か

を判断して信号線を切り替える機能を備えた装置」である点 

【本件発明と甲２発明の相違点】 

・相違点１ 

「ネットワーク」が，本件発明は「ＩＥＥＥ８０２．３規格の１０ＢＡＳＥ－Ｔ

に準拠するツイストペア線を使用したネットワーク」であるのに対し，甲２発明は

「Ｖ．２８を使用したネットワーク」である点 

・相違点２ 

「送受信線」が接続されるものが，本件発明は「ＭＡＵ又はＤＴＥ」であるのに

対し，甲２発明は「ＤＣＥまたはＤＴＥ」である点 

・相違点３ 

「送受信線を切り替える機能を備えた装置」が，本件発明では「切替器」である

のに対し，甲２発明では「データ回線終端装置」である点 

・相違点４ 

「検出する機能」を備えるものが，本件発明では「信号線の接続を検査するため

に送信器から受信器に伝送されるリンクテストパルスを検出するリンクテストパル

ス検出手段」であるのに対し，甲２発明では「受信回路の入力電圧を検出」する「受

信信号電圧検出回路」である点 

・相違点５ 

「検出結果から送信線か受信線かを判断して信号線を切り替える機能」を備える
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ものが，本件発明では「信号線切替制御部」であるのに対し，甲２発明では「受信

信号電圧検出回路」である点 

【相違点に係る構成の容易想到性に係る審決の判断（１２，１３頁）】 

「まず，上記（相違点４）について，以下に検討する。 

上記（相違点４）に関連して，原告は，審判請求書において『甲第２号証に記載の発明にお

いて，送受信線として周知の１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線を使用すれば，検出する

信号として，ツイストペア線において伝送されるリンクテストパルスを選択することは，本件

特許出願前に当業者であれば容易に選択しうることである。』・・・と主張している。 

しかしながら，たとえ１０ＢＡＳＥ－Ｔに準拠するツイストペア線においてリンクテストパ

ルスが伝送されることが周知技術であったとしても，リンクテストパルスはあくまで単純なリ

ンクセグメント障害を検出する目的で送信される信号であり（甲４の２８頁２５～３３行），こ

れを送信線か受信線かの判定に用いる動機付けとなる記載は上記甲各号証のいずれにも見当た

らない。 

さらに，ツイストペア線に接続されたＭＡＵのＲＤ回路が受信しうる信号としては，リンク

テストパルスの他にＲＤ入力もある（甲４の２８頁２５～３３行）が，この２つの信号のうち

リンクテストパルスを判定のため選択する積極的理由も上記甲各号証のいずれにも見当たらな

い。 

そして，本件発明は，送信線か受信線かを判断する手段としてリンクテストパルス検出手段

を採用することにより，『１０ＢＡＳＥ－Ｔにおいて，ＭＡＵとＤＴＥを接続するときにはスト

レート接続，ＭＡＵ同士あるいはＤＴＥ同士を接続するときにはクロス接続が要求されるとい

う１０ＢＡＳＥ－Ｔに固有の問題点を，リンクテストパルスという１０ＢＡＳＥ－Ｔに元々備

わっている機能をうまく利用して解決したものであるから，コストの増加を最小限に抑えるこ

とができる』（本願明細書段落【００１１】）という作用効果を得ることができたものである。 

したがって，上記（相違点４）は，甲第４～６号証に記載された事項から当業者が容易に想

到し得たものとは認められない。 

よって，他の相違点について検討するまでもなく本件発明が甲各号証に記載された発明に基

づいて当業者が容易に発明をすることができたものとすることはできない。」 

(3) 無効理由Ⅰ－３について 

【甲第３号証に記載された甲３発明】 

「接続ケーブルを使用したネットワークにおいて，ＤＣＥ又はＤＴＥに接続され

る送受信線を切り替えるためのインタフェースユニットであって，Ｉ／Ｏラインの

インピーダンスを検出する検出回路と，その検出結果から送信線か受信線かを判断
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して信号線を切り替える制御論理部とインターコネクションフィールド部を備える

インタフェースユニット。」 

【本件発明と甲３発明の一致点】 

「ネットワークにおいて，ＤＴＥに接続される送受信線を切り替える機能を備え

た装置であって，検出する手段と，検出する手段の検出結果から送信線か受信線か

を判断して信号線を切り替える手段とを備える送受信線を切り替える機能を備えた

装置」である点 

【本件発明と甲３発明の相違点】 

・相違点１ 

「ネットワーク」が，本件発明は「ＩＥＥＥ８０２．３規格の１０ＢＡＳＥ－Ｔ

に準拠するツイストペア線を使用したネットワーク」であるのに対し，甲３発明は

「接続ケーブルを使用したネットワーク」であって規格が不明である点 

・相違点２ 

「送受信線」が接続されるものが，本件発明は「ＭＡＵ又はＤＴＥ」であるのに

対し，甲３発明は「ＤＣＥまたはＤＴＥ」である点 

・相違点３ 

「送受信線を切り替える機能を備えた装置」が，本件発明では「切替器」である

のに対し，甲３発明では「インタフェースユニット」である点 

・相違点４ 

「検出する手段」が，本件発明では「信号線の接続を検査するために送信器から

受信器に伝送されるリンクテストパルスを検出するリンクテストパルス検出手段」

であるのに対し，甲３発明では「Ｉ／Ｏラインのインピーダンスを検出する検出回

路」である点 

・相違点５ 

「検出結果から送信線か受信線かを判断して信号線を切り替える手段」が，本件

発明では「信号線切替制御部」であるのに対し，甲３発明では「制御論理部とイン
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ターコネクションフィールド部」である点 

【相違点に係る構成の容易想到性に係る審決の判断（１７頁）】 

「まず，上記（相違点４）について，以下に検討する。 

上記（相違点４）に関連して，原告は，審判請求書において『甲第３号証に記載の発明にお

いて，送受信線として周知の１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線を使用すれば，検出する

信号として，ツイストペア線において伝送されるリンクテストパルスを選択することは，本件

特許出願前に当業者であれば容易に選択しうることである。』・・・と主張している。 

しかしながら，たとえ１０ＢＡＳＥ－Ｔに準拠するツイストペア線においてリンクテストパ

ルスが伝送されることが周知技術であったとしても，リンクテストパルスはあくまで単純なリ

ンクセグメント障害を検出する目的で送信される信号であり（甲４の２８頁２５～３３行），こ

れを送信線か受信線かの判定に用いる動機付けとなる記載は上記甲各号証のいずれにも見当た

らない。 

さらに，ツイストペア線に接続されたＭＡＵのＲＤ回路が受信しうる信号としては，リンク

テストパルスの他にＲＤ入力もある（甲４の２８頁２５～３３行）が，この２つの信号のうち

リンクテストパルスを判定のため選択する積極的理由も上記甲各号証のいずれにも見当たらな

い。 

そして，本件発明は，送信線か受信線かを判断する手段としてリンクテストパルス検出手段

を採用することにより，『１０ＢＡＳＥ－Ｔにおいて，ＭＡＵとＤＴＥを接続するときにはスト

レート接続，ＭＡＵ同士あるいはＤＴＥ同士を接続するときにはクロス接続が要求されるとい

う１０ＢＡＳＥ－Ｔに固有の問題点を，リンクテストパルスという１０ＢＡＳＥ－Ｔに元々備

わっている機能をうまく利用して解決したものであるから，コストの増加を最小限に抑えるこ

とができる』（本願明細書段落【００１１】）という作用効果を得ることができたものである。 

したがって，上記（相違点４）は，甲第４～６号証に記載された事項から当業者が容易に想

到し得たものとは認められない。 

よって，他の相違点について検討するまでもなく本件発明が甲各号証に記載された発明に基

づいて当業者が容易に発明をすることができたものとすることはできない。」 

(4) 無効理由Ⅱについて（１８頁） 

「原告の主張は，要するに，送受信線切替器の『外部』の配線の切替をも行う送受信線切替

器が特許請求の範囲の記載された範囲に含まれるというものである。 

しかしながら，本件発明が解決しようとする課題は『送信線と受信線の接続が間違っている

場合には自動的に信号線を切り替えることが可能な送受信線切替器を提供すること』（本願明細

書の段落【０００３】）であるが，原告も認めているように，送受信線切替器の『外部』の配線

の切替は，出願時の技術水準で可能であるとは認められない。つまり，出願時の技術常識に照

らせば，『自動的に信号線を切り替える』ことが可能な，本件発明に係る送受信線切替器とは，
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送受信線切替器の『内部』の配線の切替を行う送受信線切替器のみであることは自明である。 

したがって，本件発明は発明の詳細な説明に記載されたものであるといえるから，特許法３

６条５項１号の規定要件に違反しているものとはいえない。」 

 

第３ 原告主張の審決取消事由 

１ 本件発明と甲１発明の相違点に係る構成の容易想到性の判断の誤り（取消事

由１） 

(1) ツイストペア線において誤接続の有無の判定にリンクテストパルスを用

いることは当業者の慣用技術ないし周知技術であるから，かかるリンクテストパル

スの利用の構成に想到するに当たって，引用文献に必ずしも動機付けを示す記載が

されている必要はないが，仮に本件発明の想到に当たって動機付けが必要であると

しても，以下のとおり甲１発明に基づく容易想到性に関しても，誤接続の有無の判

定にリンクテストパルスを用いる構成を採用する動機付けが存在する。 

甲１発明はレシーバの入力電圧を検出して信号線の接続の有無を判定していると

ころ，甲第４号証には，リンクテストパルス及びＲＤ（Receive Data）入力の双方が

受信器（レシーバ）であるＲＤ回路に入力され，受信の有無が検出されることが記

載されており，リンクテストパルス及びＲＤ入力の双方が受信器の検出対象である

ことが記載されている。 

ここで，甲１発明はＲＳ－２３２Ｃケーブルを使用したネットワークに係るもの

であるが，ＲＳ－２３２Ｃケーブルと本件発明に係るツイストペア線とは，いずれ

も送受信に用いられるケーブルであり，信号を伝達するという機能が共通し，両者

の違いは規格上の相違だけである。１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線を１対

多又は多対多の通信に用い，ＲＳ－２３２Ｃケーブルを１対１の通信に用いるとい

うような厳格な用途の区別は存しないし（甲５の２６，２７頁参照），ＲＳ－２３２

Ｃもディジタル交換システムというネットワークの一部になっている（甲１の第２

図参照）から，両者の間に根本的な差異は存しない。ＲＳ－２３２Ｃケーブルにお

いても，ツイストペア線においても，接続する機器の種別に応じて，異なる配線の
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ケーブルであるストレートケーブルとクロスケーブルが用いられるが，ストレート

ケーブルとクロスケーブルとを取り違えて接続する問題が生じ（とりわけＲＳ－２

３２Ｃケーブルにおいては，ストレートケーブルとクロスケーブルの外観は同一で

あって，外観からは両者の区別が付かない。ツイストペア線においても，ストレー

トケーブルとクロスケーブルの外観は良く似ており，区別が付きにくい。），この場

合には信号線が誤接続されるから，ＲＳ－２３２Ｃケーブルにおいても，ツイスト

ペア線においても，共通の解決すべき課題がある。またＲＳ－２３２Ｃケーブルに

おけるレシーバ２７の入力（甲１発明）も，ツイストペア線におけるリンクテスト

パルス及びＲＤ入力（甲第４号証）も，等しくケーブルを伝送される電気信号にす

ぎないし，ＲＳ－２３２Ｃにおけるレシーバの入力電圧も，ツイストペア線におけ

るリンクテストパルス（の検出）も，信号線が正しく接続されているか否かを検査

するための信号にすぎず，両者の機能は共通である。なお，ツイストペア線におけ

るＲＤ入力も，リンクテストパルスと同じく，信号線が正しく接続されているか否

かを検査するための信号にすぎない。そうすると，甲１発明に甲第４号証に記載さ

れた周知技術を組み合わせ，甲１発明の「レシーバの入力電圧」を「リンクテスト

パルス」に置き換えて相違点４に係る構成に至る動機付けがあるが，審決は上記の

機能の共通性を看過して動機付けを否定しており，判断を誤っている。 

そして，相違点１を解消することは当業者には容易であるところ，かかる解消に

当たり，甲１発明に甲第４号証に記載された周知技術を組み合わせれば，リンクテ

ストパルス及びＲＤ入力の双方を検出して信号線の接続の有無を判定する構成に容

易に想到することができる。 

相違点４に係る構成の容易想到性を肯定するためには，信号線の接続の有無を判

定するために検出する対象がリンクテストパルスに限られることまで容易想到であ

ることを判断しなければならないものではなく，かかる検出対象がリンクテストパ

ルスとＲＤ入力の双方である構成が容易想到であることまで判断されれば足りる。

リンクテストパルスとＲＤ入力の双方を検出して判定に利用している場合であって
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も，リンクテストパルスを検出して判定していることに変わりはないし，判定のた

めに利用できる信号が２つしかないのであれば，当業者が両方の信号に係る各構成

を試みて新たな発明に想到するのが当然だからである。 

そして，ツイストペア線に接続されたＭＡＵ（Media Access Unit，通信アクセス

装置）のＲＤ回路が受信し得る信号にリンクテストパルスとＲＤ入力の２つがある

ことは，リンクテストパルスを検出対象とする構成に想到する上で阻害事由となる

ものではない。 

したがって，「ツイストペア線に接続されたＭＡＵのＲＤ回路が受信しうる信号と

しては，リンクテストパルスの他にＲＤ入力もある・・・が，この２つの信号のう

ちリンクテストパルスを判定のため選択する積極的理由も上記各甲号証のいずれに

も見当たらない。」として，相違点４に係る構成の容易想到性を否定する審決の判断

には，誤りがある。 

(2) 加えて，信号線の接続の有無を判定するために検出する対象を，ツイスト

ペア線のリンクテストパルス及びＲＤ入力の双方から，リンクテストパルスのみに

絞ることも，本件出願当時の当業者は，甲１発明に基づいて容易になし得たもので

ある。すなわち，甲第１号証には，間違った接続（第７図）がなされた場合に，レ

シーバ２７の入力電圧を基に誤接続の事実を判定し，信号線を切り替えて正しい接

続（第６図）に改めることが記載されているところ（明細書２頁右下欄１４行～３

頁左上欄１４行），甲１発明のＲＳ－２３２Ｃケーブルをツイストペア線に置き換え

る場合，ツイストペア・イーサーネットの手順（甲５）では，レシーバがリンクテ

ストパルスを検出（受信）してからＭＡＵ又はリピータセットが機能して回線確保

し（接続），その後にＲＤ入力を受信するので，甲１発明のレシーバ２７もリンクテ

ストパルスを検出して正しい接続の有無を判定することになる（ＲＤ入力は判定後

に受信されるにすぎない。なお，ＲＤ入力は，いったん接続がされた後に断線等の

障害が生じたことの検出にも用いられる。）。したがって，甲１発明に甲第４，５号

証に記載された周知技術を組み合わせれば，甲１発明のレシーバ２７は必然的にリ
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ンクテストパルスを検出して正しい接続の有無を判定することになることになるの

であって，正しい接続の有無の判定のためにリンクテストパルス検出の構成を採用

する積極的な理由があり，本件出願当時の当業者が相違点４に係る構成に想到する

ことは容易であるというべきである。これらのとおり，本件発明は，甲１発明に１

０ＢＡＳＥ－Ｔに準拠するネットワークにおいて使用するという限定を付加したに

すぎず，進歩性を肯定できるものではない。 

(3) 本件発明は１０ＢＡＳＥ－Ｔに元々備わっているリンクテストパルスの

機能を利用しているため，通信の相手方に新たな信号出力回路を設ける必要がない

が，レシーバ２７の入力電圧をリンクテストパルスに置き換えた場合の作用効果は，

かかる置換を行った場合に当業者が予見できる程度のものにすぎない。むしろ，甲

１発明に甲第４号証に基づく事項を組み合わせたとしても，既存のレシーバ２７を

利用するだけである一方，本件発明ではＭＡＵ６の受信器に加えてリンクテストパ

ルスの検出手段も増設しなければならないので，コスト増加の抑制の効果は，甲１

発明に甲第４号証に基づく事項を組み合わせる場合の方が大きい。 

(4) 上記のとおり，相違点１，４に係る構成の容易想到性に係る審決の判断に

は誤りがあるところ，相違点２は単なる規格の相違に基づくものにすぎないし，相

違点３，５も単なる名称の相違に基づくもので，実質的な相違点ではない。 

したがって，本件発明は，甲１発明に甲第４ないし第６号証に記載された事項を

組み合わせることで，本件出願日当時，当業者において容易に発明することができ

たもので，進歩性を欠く。そうすると，これに反する審決の容易想到性の判断には

誤りがある。 

２ 本件発明と甲２発明の相違点に係る構成の容易想到性の判断の誤り（取消事

由２） 

(1) 前記１と同様に，ツイストペア線においてリンクテストパルスを誤接続の

有無の判定に利用する構成に想到するに当たり，引用文献に必ずしも動機付けを示

す記載がされている必要はないが，仮に本件発明の想到に当たって動機付けが必要
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であるとしても，以下のとおり甲２発明に基づく容易想到性に関しても，誤接続の

有無の判定にリンクテストパルスを用いる構成を採用する動機付けが存在する。 

すなわち，甲２発明も，「受信回路の入力電圧」の検出結果に基づいて送信線か受

信線かを判定し，誤接続の状態から正しい接続の状態への切換えを行なっていると

ころ，Ｖ．２８とツイストペア線とは，いずれも送受信線であり，信号を伝達する

という機能が共通し，両者の違いは規格上の相違だけである。また，Ｖ．２８にお

けるレシーバ１１の入力（受信回路の入力，甲２発明）も，ツイストペア線におけ

るリンクテストパルス及びＲＤ入力（甲第４号証）も，等しくケーブルを伝送され

る電気信号にすぎないし，Ｖ．２８における受信回路の入力も，ツイストペア線に

おけるリンクテストパルスも，受信器に送信線が接続されているか否かを判別する

ために検出されるもので，両者の機能は共通である。そうすると，甲２発明に甲第

４号証に記載された周知技術を組み合わせて相違点４に係る構成に至る動機付けが

あるが，審決は上記の機能の共通性を看過して動機付けを否定しており，判断を誤

っている。 

そして，相違点１を解消することは当業者には容易であるところ，かかる解消に

当たり，前記１と同様に，甲２発明に甲第４号証に記載された周知技術を組み合わ

せれば，リンクテストパルス及びＲＤ入力の双方を検出して信号線の接続の有無を

判定する構成に容易に想到することができる。 

なお，相違点４に係る構成の容易想到性を肯定するためには，信号線の接続の有

無を判定するために検出する対象がリンクテストパルスに限られることまで容易想

到であることを判断しなければならないものではなく，かかる検出対象がリンクテ

ストパルスとＲＤ入力の双方である構成が容易想到であることまで判断されれば足

りること，ツイストペア線に接続されたＭＡＵのＲＤ回路が受信し得る信号にリン

クテストパルスとＲＤ入力の２つがあることが，リンクテストパルスを検出対象と

する構成に想到する上で阻害事由となるものではないことは，いずれも前記１と同

様である。 
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したがって，「たとえ１０ＢＡＳＥ－Ｔに準拠するツイストペア線においてリンク

テストパルスが伝送されることが周知技術であったとしても，・・・これを送信線か

受信線かの判定に用いる動機付けとなる記載は上記甲各号証のいずれにも見当たら

ない。」等として，相違点４に係る構成の容易想到性を否定する審決の判断には，誤

りがある。 

(2) また，前記１と同様に，甲２発明に甲第４，５号証に記載された周知技術

を組み合わせれば，甲２発明の受信回路は必然的にリンクテストパルスを検出して

正しい接続の有無を判定することになることになるのであって，正しい接続の有無

の判定のためにリンクテストパルス検出の構成を採用する積極的な理由があり，本

件出願当時の当業者が相違点４に係る構成に想到することは容易であるというべき

である。 

(3) そして，前記１と同様に，甲２発明の受信回路の入力をリンクテストパル

スに置き換えた場合の作用効果は，当業者が予見できる程度のものにすぎないし，

むしろ甲２発明に甲第４号証に記載された周知技術を組み合わせた方が，既存のレ

シーバ１１（受信器）を利用するだけなのでコスト増加抑制効果が大きい。 

(4) したがって，相違点１，４に係る構成の容易想到性に係る審決の判断には

誤りがあるところ，相違点２は単なる規格の相違に基づくものにすぎないし，相違

点３，５も単なる名称の相違に基づくものにすぎず，実質的な相違点ではない。 

そうすると，本件発明は，甲２発明に甲第４ないし第６号証に記載された事項を

組み合わせることで，本件出願日当時，当業者において容易に発明することができ

たもので，進歩性を欠く。そうすると，これに反する審決の容易想到性の判断には

誤りがある。 

３ 甲３発明の認定の誤り，本件発明と甲３発明の相違点の認定の誤り及び同相

違点に係る構成の容易想到性の判断の誤り（取消事由３） 

(1) 甲第３号証には，信号線（ライン）が受信器に接続されているときにはイ

ンピーダンスが高く，信号線が送信器に接続されているときにはインピーダンスが
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低いという性質を利用して，受信器又は送信器のいずれが信号線に接続されている

かを判定する検出回路５１１の構成，すなわち「Ｉ／Ｏラインへの入力をインピー

ダンスとして検出する検出回路」が記載されている。 

そうすると，審決の甲３発明の認定のうち，「Ｉ／Ｏラインのインピーダンスを検

出する検出回路と，」との部分は「Ｉ／Ｏラインへの入力をインピーダンスとして検

出する検出回路と，」と認定すべきであって，審決による甲３発明の認定には誤りが

ある。 

また，本件発明と甲３発明の相違点４は，「『検出する手段』が，本件発明では『信

号線の接続を検査するために送信器から受信器に伝送されるリンクテストパルス検

出手段』であるのに対し，甲３発明では『Ｉ／Ｏラインへの入力をインピーダンス

として検出する検出回路』である点」と認定すべきところ，審決は相違点４を前記

のとおりに認定しており，本件発明と甲３発明の相違点の認定に誤りがある。 

(2) 前記１と同様に，ツイストペア線においてリンクテストパルスを誤接続の

有無の判定に利用する構成に想到するに当たり，引用文献に必ずしも動機付けを示

す記載がされている必要はないが，仮に本件発明の想到に当たって動機付けが必要

であるとしても，以下のとおり甲３発明に基づく容易想到性に関しても，誤接続の

有無の判定にリンクテストパルスを用いる構成を採用する動機付けが存在する。 

すなわち，甲３発明も，「Ｉ／Ｏラインへの入力」の検出結果に基づいて送信線か

受信線かを判定し，誤接続の状態から正しい接続の状態への切換えを行なっている

ところ，Ｉ／Ｏラインからなる接続ケーブルとツイストペア線とは，いずれも送受

信線であり，信号を伝達するという機能が共通し，両者の違いは規格上の相違だけ

である。また，Ｉ／Ｏラインへの入力（甲３発明）も，ツイストペア線におけるリ

ンクテストパルス及びＲＤ入力（甲第４号証）も，等しくケーブルを伝送される電

気信号にすぎないし，Ｉ／Ｏラインへの入力も，ツイストペア線におけるリンクテ

ストパルスも，受信器に送信線が接続されているか否かを判別するために検出され

るもので，両者の機能は共通である。そうすると，甲３発明に甲第４号証に記載さ
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れた周知技術を組み合わせて相違点４に係る構成に至る動機付けがあるが，審決は

上記の機能の共通性を看過して動機付けを否定しており，判断を誤っている。 

そして，相違点１を解消することは当業者には容易であるところ，かかる解消に

当たり，前記１と同様に，甲３発明に甲第４号証に記載された周知技術を組み合わ

せれば，リンクテストパルス及びＲＤ入力の双方を検出して信号線の接続の有無を

判定する構成に容易に想到することができる。 

なお，相違点４に係る構成の容易想到性を肯定するためには，信号線の接続の有

無を判定するために検出する対象がリンクテストパルスに限られることまで容易想

到であることを判断しなければならないものではなく，かかる検出対象がリンクテ

ストパルスとＲＤ入力の双方である構成が容易想到であることまで判断されれば足

りること，ツイストペア線に接続されたＭＡＵのＲＤ回路が受信し得る信号にリン

クテストパルスとＲＤ入力の２つがあることが，リンクテストパルスを検出対象と

する構成に想到する上で阻害事由となるものではないことは，前記１と同様である。 

したがって，「たとえ１０ＢＡＳＥ－Ｔに準拠するツイストペア線においてリンク

テストパルスが伝送されることが周知技術であったとしても，・・・これを送信線か

受信線かの判定に用いる動機付けとなる記載は上記甲各号証のいずれにも見当たら

ない。」等として，相違点４に係る構成の容易想到性を否定する審決の判断には，誤

りがある。 

(3) また，前記１と同様に，甲３発明に甲第４，５号証に記載された周知技術

を組み合わせれば，甲３発明の受信回路は必然的にリンクテストパルスを検出して

正しい接続の有無を判定することになることになるのであって，正しい接続の有無

の判定のためにリンクテストパルス検出の構成を採用する積極的な理由があり，本

件出願当時の当業者が相違点４に係る構成に想到することは容易であるというべき

である。 

(4) そして，前記１と同様に，甲３発明の受信回路の入力をリンクテストパル

スに置き換えた場合の作用効果は，当業者が予見できる程度のものにすぎないし，
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甲３発明に甲第４号証に記載された周知技術を組み合わせたとしても，新たな信号

出力回路を設ける必要はないので，コスト増加抑制効果は変わらない。 

(5) したがって，相違点１，４に係る構成の容易想到性に係る審決の判断には

誤りがあるところ，相違点２は単なる規格の相違に基づくものにすぎないし，相違

点３，５も単なる名称の相違に基づくものにすぎず，実質的な相違点ではない。 

そうすると，本件発明は，甲３発明に甲第４ないし第６号証に記載された事項を

組み合わせることで，本件出願当時，当業者において容易に発明することができた

もので，進歩性を欠く。そうすると，これに反する審決の容易想到性の判断には誤

りがある。 

 

第４ 取消事由に関する被告の反論 

１ 取消事由１に対し 

(1) 甲１発明は，ＲＳ－２３２Ｃ規格のケーブルを用いたいわゆるシリアル通

信方式のインターフェイス装置に関する発明であるが，ＲＳ－２３２Ｃ規格は，パ

ソコン等で汎用の受信端子・送信端子として使用されるインターフェイスに関する

規格であって，基本的にパソコン等（データ端末装置，Data Terminal Equipment，

ＤＴＥ）と，通信装置であるモデムを典型例とするData Circuit-terminating Equipment

（データ回線終端装置，ＤＣＥ）とを１対１で接続することを前提とする。なお，

ＤＴＥとＤＣＥとの間のＲＳ－２３２Ｃによる接続関係を広義のネットワークとい

うことがあるとしても，ＭＡＵを介して配線が広範に展開することは予定されてお

らず，ＤＴＥとＤＣＥとの誤接続が他の機器も含めたネットワーク全体に通信障害

を引き起こすことは想定されない。ＲＳ－２３２Ｃケーブルに関しては，本件出願

当時，ケーブルやコネクタの種類が異なるため，使用者がケーブル等を取り違えて

誤接続することがなく，この問題を解決する必要があるという技術的課題は公知で

はなかった。 

他方，ＩＥＥＥ８０２．３規格のネットワークに用いる１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠の
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ツイストペア線（ケーブル）は，１対多又は多対多の通信を行なうために使用され，

その種類として，信号線の配線が異なるストレートケーブルとクロスケーブルがあ

るが，例えコネクタの先端に着目したとしても，ストレートケーブルとクロスケー

ブルの外観は紛らわしく，両者の峻別が困難で，両者を取り違えて接続する可能性

がある。ストレートケーブルとクロスケーブルを取り違えるときは，コネクタにお

ける信号線の配置が異なるため，機器間で正しい通信がされない。しかも，ツイス

トペア線を使用したネットワークにおいては，スイッチングハブ等のＭＡＵを介し

て，複数のＤＴＥが存在するネットワークが構築されるが，仮に誤接続がされると，

ネットワーク全体に通信障害を引き起こしかねない。 

そうすると，ＲＳ－２３２Ｃ規格のケーブルと１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のケーブル

とでは，用いられる機器接続の性格が異なるし，解決すべき技術的課題も共通でな

い。 

しかも，甲１発明の「入力電圧」はＲＳ－２３２Ｃ規格のインターフェイス装置

間で送受信される単なる電圧（電位差）であって，何らの情報も帯びておらず，こ

れを「信号」と呼ぶことはできないが，１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線を

用いたネットワークで用いられる機器から送信される「リンクテストパルス」は，

ネットワークに機器が接続されたときに，回線を確保し，機器の接続関係を構築（リ

ンクアップ）する目的で送信されるもので，特定の波形を有する。また，上記「リ

ンクテストパルス」は，あくまでリンクセグメント障害を検出する目的で送信され，

かつ信号線の接続の有無を検査するために送信器から受信器に伝達される信号であ

って，送受信機能が有効（アクティブ）になっていることを確認するためのもので

ある。上記「リンクテストパルス」は，送信線と受信端子，受信線と送信端子が正

しく接続されているか否かを検出するために送信されるものではなく，誤接続の有

無を判定するために，本件出願以前から利用されてきたものではない。「リンクテス

トパルス」を誤接続の有無の判定に利用することは，本件発明において初めて開示

された技術的思想である（甲第４ないし第６号証でも，リンクテストパルスを送信
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線か受信線かの判定に利用することは記載も示唆もされていない。）。 

そうすると，甲１発明の「入力電圧」と１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線

を用いたネットワークで用いられる機器から送信される「リンクテストパルス」と

は，これらを用いる技術的前提も異なり，「入力電圧」に代えて「リンクテストパル

ス」を用いる必要性も必然性も存しない。 

また，ツイストペア線に接続されたＭＡＵのＲＤ回路が受信し得る信号には「リ

ンクテストパルス」のほかにも「ＲＤ入力」があるが，この両者を検出対象として

何らかの切換制御を行なうことは甲第１，第４ないし第６号証のいずれにおいても

開示も示唆もされていない。 

したがって，甲１発明の「入力電圧」に代えて少なくとも「リンクテストパルス」

を採用する動機付けがない。 

(2) ツイストペア線に接続されたＭＡＵが受信し得る信号である「リンクテス

トパルス」及び「ＲＤ入力」のうちから，「リンクテストパルス」を選択して誤接続

の判定に利用する積極的な理由も甲第１，第４ないし第６号証で示されておらず，

両者のうちから「リンクテストパルス」に絞る動機付けがない。また，ツイストペ

ア線を用いた１０ＢＡＳＥ－Ｔネットワークにおいては，「リンクテストパルス」は

「データ」送受信に先行するヘッダーの役割を果たすが，甲１発明の「レシーバ２

７の入力電圧」は，所定の電圧が印加された場合のデータのみが送受信されるもの

にすぎず，ヘッダーの役割を果たさない。 

甲１発明の「レシーバ２７の入力電圧」をツイストペア線を用いた１０ＢＡＳＥ

－Ｔネットワークにおける「リンクテストパルス」及び「ＲＤ入力」に置換し，さ

らに１０ＢＡＳＥ－Ｔネットワークの手順に照らして「リンクテストパルス」に絞

るという原告の主張は，甲１発明の「レシーバ２７の入力電圧」を「リンクテスト

パルス」に置換できるという後知恵に基づくものにすぎない。 

(3) 本件発明は，１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線を使用するローカル

エリアネットワーク（ＬＡＮ）特有の，接続する機器の種別によって異なる種別の



 - 21 - 

ケーブルを用いなければならず（ストレートケーブルかクロスケーブルか），誤接続

すると信号伝送ができないという技術的課題を解決するために，リンクテストパル

スという，信号線の接続を検査する役割を担うパルスの存在を利用して，通信機器

同士の接続に合致する信号線の接続を常に可能としたもので，リンクテストパルス

の検出結果に基づいて正常な信号伝送が常に行えるように信号線を切り替える切替

制御を行い，１０ＢＡＳＥ－Ｔに準拠するネットワークであれば常に使用が可能で，

ツイストペアケーブルについてもストレート接続のものとクロス接続のものとを２

種類用意する必要がなくなるという，ＬＡＮにおいてこそ実施価値のある格別の作

用効果を奏する。 

本件発明は，甲１発明に甲第４ないし第６号証に記載された事項を組み合わせる

ことで，本件出願当時，当業者において容易に発明することができたものではなく，

この旨をいう審決の進歩性判断に誤りはない。 

２ 取消事由２に対し 

甲２発明のデータインターフェース装置が準拠するＶ．２８の仕様はＲＳ－２３

２Ｃの仕様と概ね同一であって，ＲＳ－２３２Ｃと同様に，１対１の接続形態を前

提とするし，接続される機器の種別やケーブルの種別によって誤接続が生じるとい

う技術的課題は，本件出願当時に公知ではなかった。 

そして，前記１と同様に，甲２発明の「受信回路の入力電圧」に代えて少なくと

も「リンクテストパルス」を採用する動機付けはないし，ツイストペア線に接続さ

れたＭＡＵが受信し得る信号である「リンクテストパルス」及び「ＲＤ入力」のう

ちから，「リンクテストパルス」を選択して誤接続の判定に利用する動機付けがない。 

したがって，本件発明は，甲２発明に甲第４ないし第６号証に記載された事項を

組み合わせることで，本件出願当時，当業者において容易に発明することができた

ものではなく，この旨をいう審決の進歩性判断に誤りはない。 

３ 取消事由３に対し 

甲３発明のデータインターフェース装置もＲＳ－２３２Ｃと同様に，シリアル通
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信方式のものであって，１対１の接続形態を前提とするし，接続される機器の種別

やケーブルの種別によって誤接続が生じるという技術的課題は，本件出願当時に公

知ではなかった。 

そして，前記１と同様に，甲３発明の「Ｉ／Ｏラインへの入力」に代えて少なく

とも「リンクテストパルス」を採用する動機付けはないし，ツイストペア線に接続

されたＭＡＵが受信し得る信号である「リンクテストパルス」及び「ＲＤ入力」の

うちから，「リンクテストパルス」を選択して誤接続の判定に利用する動機付けがな

い。 

したがって，本件発明は，甲３発明に甲第４ないし第６号証に記載された事項を

組み合わせることで，本件出願当時，当業者において容易に発明することができた

ものではなく，この旨をいう審決の進歩性判断に誤りはない。 

 

第５ 当裁判所の判断 

１ 取消事由１（本件発明と甲１発明の相違点に係る構成の容易想到性の判断の

誤り）について 

(1) 特開昭６２－２９９１３８号公報（甲１）は，データインターフェース装

置（ＤＩＵ）とこれに接続される装置との電気的接続条件の選択方式に関する発明

に係る公報であるところ（１頁右下欄下から２行～２頁左上欄上から１行），これに

は，電気的接続条件の異なるデータ端末装置（ＤＴＥ）及びデータ回線終端装置（Ｄ

ＣＥ）とＲＳ－２３２Ｃケーブルによる接続に対応するために，接続相手のタイプ

に応じて半導体スイッチにより信号線を切り替えること（２頁右上欄１行～左下欄

１３行），より具体的には，ＤＩＵのレシーバ２７（受信器）の入力電圧を監視し，

これが所定の範囲内にあるときのみ半導体スイッチの切替動作を停止して，信号線

の組合せを固定し，信号の伝送を受け付けること（２頁右下欄１４行～３頁左上欄

１４行）が記載されている。そして，甲１発明の目的は，接続される装置のいかん

によって電気的接続条件，すなわちどの信号線とどの信号線を接続するかがそれぞ
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れ異なるところ，ＤＩＵの半導体スイッチの切替えを手動で行う従来の方式では，

使用者が手動スイッチの設定を誤った場合，一方のＤＩＵのドライバ（送信器）か

ら他方のＤＩＵのドライバに過大な電流が流れ，ドライバが破損するおそれがあっ

たという技術的課題を解決することにあり，またＲＳ－２３２Ｃ規格を外れた市販

のＲＳ－２３２Ｃコネクタであっても，過大な電流によるドライバの破損を防止す

ることにある（２頁右下欄２行～３頁右上欄１８行）。 

他方，本件発明は，ＩＥＥＥ８０２．３規格の１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のネットワ

ークケーブルであるツイストペア線（ツイストペアケーブル）には，ＭＡＵの送信

線（送信器）とＤＴＥの受信線（受信器）を接続するように配線されたストレート

ケーブルと，例えばＭＡＵの送信線（送信器）とＭＡＵの受信線（受信器）を接続

することができるように，ストレートケーブルの一端の送信側と受信側を付け替え

たクロスケーブルとがあるが，使用するローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ）機

器の内容を熟知していないユーザーがストレートケーブルとクロスケーブルとを取

り違えて使用し，送信線と受信線を誤接続することがあるという技術的課題を解決

するためのものである（甲９の段落【０００２】，【０００３】）。 

そうすると，本件発明と甲１発明とは，誤接続の問題の解消という点で共通する

としても，機器に使用されるケーブルが１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線か

（本件発明），ＲＳ－２３２Ｃケーブル（甲１発明）かも異なる上（相違点１），解

決すべき技術的課題も，ストレートケーブルとクロスケーブルの取り違えによる誤

接続の問題の解消か（本件発明），接続すべき機器の電気的接続条件の違いに起因す

る誤った設定等に基づくＤＩＵのドライバ（送信器）の破損の防止か（甲１発明）

という点で大きく異なる。また，甲１発明では，ＤＩＵに接続される機器の電気的

接続条件の違いに着目した正しい接続の実現が目指されているだけで，ＲＳ－２３

２Ｃケーブルにストレートケーブルとクロスケーブルの区別があることや，その取

り違えのおそれがあることは甲第１号証中には記載も示唆もされていない。他方で，

本件明細書中には，１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のストレートケーブルとクロスケーブル
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を取り違えて接続することで，ＤＩＵのドライバ等が破損することは記載も示唆も

されていない。 

したがって，甲１発明に基づいてストレートケーブルとクロスケーブルの取り違

えによる誤接続の問題を解消する構成（例えば本件発明と甲１発明の相違点４に係

る構成）に至る動機付けがないし，また本件発明によって解決される技術的課題と

甲１発明によって解決される技術的課題の相違のために，かかる動機付けを抱いた

としても，当業者において相違点に係る構成に想到することが容易ではないという

ことができる。なお，１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線において，接続障害

の検出にリンクテストパルスを利用することが技術常識であるとしても，甲１発明

はツイストペア線に関係する発明ではなく，これとは別種のＲＳ－２３２Ｃケーブ

ルに関係するものであって，甲１発明の｢レシーバの入力電圧｣を｢リンクテストパル

ス｣に置換するのに格別の動機付けが不要であるということはできない。 

(2) 原告は，ＲＳ－２３２Ｃケーブルとツイストペア線とはいずれも送受信に

用いられるケーブルである等として，甲１発明の「レシーバの入力電圧」を「リン

クテストパルス」に置き換えて相違点４に係る構成に至る動機付けがあると主張す

る。 

しかしながら，１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線とＲＳ－２３２Ｃケーブ

ルとがいずれも機器間の送受信に用いられるケーブルであるとしても，前者は専ら

複数（しばしば多数に上る。）のパソコン等の端末（ＤＴＥ）とハブ等の中継機器（Ｍ

ＡＵ）や中継機器同士を繋いでネットワークを構築し，ファイルやプリンタ等を共

有したり，電子メール等のデータを送受信したりする目的で使用されるのに対し，

後者は典型的にはパソコンとモデム（ＤＣＥ）とを接続する目的で使用され（甲１

の２頁左上欄８～１１行参照），少なくとも多数のＤＴＥとＭＡＵを繋いだり，ＭＡ

Ｕ同士を繋ぐ目的で使用されるかは不明である。甲第１号証の第２図には，ＤＴＥ

（データ端末装置）５がＲＳ－２３２Ｃケーブル３でＤＩＵ（データインターフェ

ース装置）１と接続され，ＤＩＵ１はディジタル交換機７の加入者回路９と接続さ
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れて，ＤＴＥがディジタル交換システムの一部として機能する様子が図示されてい

るが，ＲＳ－２３２Ｃケーブル３はＤＴＥ５とＤＩＵ１を接続するだけで，ＤＩＵ

１と外部の回路ないし端末を接続しているものではない（ＤＩＵ１がモデムであれ

ば，加入者回路との間の接続は電話線になる。）から，ＲＳ－２３２Ｃケーブルがシ

ステムないしネットワークの全体の構築に寄与しているわけではなく，システム等

の一部に関与しているに止まる。そうすると，ツイストペア線とＲＳ－２３２Ｃケ

ーブルとの間で，用途の違いがあることは否定できず，原告が主張するように，両

者の機能が共通し，その違いが規格上のものだけであると過度に単純化ないし抽象

化するのは相当でない。 

また，原告のハードウェア技術部のＡ作成の写真撮影報告書（甲１７）によれば，

ＲＳ－２３２Ｃケーブルとして，例えばＤＴＥの送信線（送信器）と例えばＤＩＵ

の受信線（受信器）を接続するように配線されたストレートケーブルと，ストレー

トケーブルの一端の送信側と受信側を付け替えたクロスケーブルとが市販されてお

り，両者を外観上区別することが困難であることが認められ，「マンガ パソコン通

信のＲＳ－２３２Ｃ大入門」（甲１４）中には，ストレートタイプのＲＳ－２３２Ｃ

ケーブルはパソコンとモデムの接続に使用され，クロスタイプのＲＳ－２３２Ｃケ

ーブルはパソコン相互の接続に使用される旨が記載されている（３０頁）。しかしな

がら，甲第１４号証中には２台のパソコンをクロスタイプのＲＳ－２３２Ｃケーブ

ルで接続することしか記載されておらず，３台以上，殊に多数のパソコン等と中継

機器との間や，中継機器相互間をＲＳ－２３２Ｃケーブルで接続することは記載さ

れていないし，かかる接続が可能であることも示唆されていない。そうすると，ス

トレートタイプのＲＳ－２３２ＣケーブルとクロスタイプのＲＳ－２３２Ｃケーブ

ルをその外観で区別することが困難であるとしても，前記のツイストペア線とＲＳ

－２３２Ｃケーブルの用途の相違を左右するものではないし，そもそも甲第１号証

に該当する記載も示唆もない以上，ストレートタイプのＲＳ－２３２Ｃケーブルと

クロスタイプのＲＳ－２３２Ｃケーブルの区別の困難性が甲１発明の技術的課題の
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一つとなっているとみることもできない。 

そして，前記のとおり，甲１発明は，「レシーバの入力電圧」が所定の範囲内にあ

るときにデータの伝送を受け付けているから，「レシーバの入力電圧」のいかんがデ

ータの送受信のきっかけになっているとはいい得るが，１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツ

イストペア線では，データの送受信がされないときでも Receive Data（ＲＤ）回路

（ＲＤ＋信号線とＲＤ－信号線で構成される。）及び Transmit Data（ＴＤ）回路（Ｔ

Ｄ＋信号線とＴＤ－信号線で構成される。）に一定の時間間隔でリンクテストパルス

が送受信され，リンク・セグメントが機能しているかの確認がされており，リンク

テストパルスが受信されて初めてＭＡＵやリピータセットが機能し，回線確保が行

われ，データの送受信が可能な状態になるのであって（甲５の２８，２９頁），甲１

発明の「レシーバの入力電圧」と１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線で送受信

される「リンクテストパルス」とは，いずれも所定の正しい接続がされ，データの

送受信が可能であるかを検査するためのものではあるが，両者の技術的な作用ない

し機能は異質なものである。 

そうすると，甲１発明の「レシーバの入力電圧」を「リンクテストパルス」に置

き換えて相違点４に係る構成に至る動機付けがあるとはいえない。 

(3) ところで，「IEEE Standards 802.3i-1990」（甲４）は，１０ＢＡＳＥ－Ｔに

関するＩＥＥＥの規格に係る文献であるところ，「１４．２．１．７ リンク・イン

テグリティ・テスト機能の要件」として「ネットワークを単一リンクセグメント障

害という結果から守るために，ＭＡＵはＲＤ回路をＲＤ入力とリンクテストパルス

活動について監視する。’リンクロス’の期間にＲＤ入力もリンクテストパルスも受

信されなければ，ＭＡＵはリンクテスト障害状態に入り，入力アイドルメッセージ

がＤＩ回路に送られ，ＴＤアイドルメッセージがＴＤ回路に送られる・・・」(２８

頁２５～３４行）との記載があるから，１０ＢＡＳＥ－Ｔでは，ＭＡＵがＲＤ＋信

号線とＲＤ－信号線からなるＲＤ回路でリンクテストパルス及びＲＤ入力が受信さ

れるか否かを監視し，一定の時間（リンクロス）内にいずれも受信されなければ，
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ＭＡＵとＤＴＥや他のＭＡＵ等との間の接続ないし交信（リンク）が障害されたも

のと判定される旨が開示されている。 

そうすると，甲第４号証では，リンクテストパルスを端末と中継機器等の間の接

続の障害の検出にリンクテストパルスやＲＤ入力を利用することが開示されている

から，かかる技術的事項を甲１発明に組み合わせれば，甲１発明のＲＳ－２３２Ｃ

ケーブルをツイストペア線に置換した後にリンクテストパルス等を誤接続の検出に

利用する発想に至ることになりそうである。しかしながら，甲第４号証は１０ＢＡ

ＳＥ－Ｔに準拠する標準的な機器等の仕様を記載した規格書にすぎず，ストレート

ケーブルとクロスケーブルの取り違えによる誤接続の問題を解消するためのもので

はないのはもちろん，ケーブルの誤接続によるＤＩＵのドライバの破損防止等の問

題の克服を技術的課題とするものでもない。また，甲第４号証には，リンクテスト

パルスの検出結果を利用して，当該信号線の接続先が送信器であるか受信器である

かを判定し，この判定結果に基づいて自動的に電気的接続を選択することは記載も

示唆もされていない。そして，前記のとおり，甲１発明の「レシーバの入力電圧」

と１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線で送受信される「リンクテストパルス」

とで，技術的な作用ないし機能は異質であるから，甲１発明において「レシーバの

入力電圧」を「リンクテストパルス」に置き換えて相違点４に係る構成に至る動機

付けがあるとはいえない。 

だとすると，本件出願当時，当業者において甲１発明に甲第４号証に記載された

周知技術を組み合わせることが困難であるか，仮に組み合わせることができたとし

ても相違点４に係る構成に想到することが容易でないというべきである。 

「10 Mb/s twisted pair CMOS transceiver with transmit waveform pre-equalization」（甲

６）も，１０ＢＡＳＥ－Ｔネットワークに用いられるカスタムＩＣに関する一般的

な文献にすぎないところ，リンクテストパルスの検出結果を利用して，当該信号線

の接続先が送信器であるか受信器であるかを判定し，この判定結果に基づいて自動

的に電気的接続を選択することは記載も示唆もされていない。だとすると，甲第４
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号証と同様に，本件出願当時，当業者において甲１発明に甲第６号証に記載された

周知技術を組み合わせることが困難であるか，仮に組み合わせることができたとし

ても相違点４に係る構成に想到することが容易でないというべきである。 

「特集’９０年代ＬＡＮのエース『ツイスト・ペアＥｔｈｅｒｎｅｔ』」（甲５）中

には，ツイストペア線からなるリンク・セグメントに送出されるリンクテストパル

スが受信されて初めてＭＡＵやリピータセットが機能し，回線確保が行われること

が記載されているが（２８頁），甲第４号証と同様に，甲第５号証も，１０ＢＡＳＥ

－Ｔに準拠する標準的な機器等の仕様や動作を記載した文献にすぎず，ストレート

ケーブルとクロスケーブルの取り違えによる誤接続の問題を解消するためのもので

はないのはもちろん，ケーブルの誤接続によるＤＩＵのドライバの破損防止等の問

題の克服を技術的課題とするものでもない。また，甲第５号証には，リンクテスト

パルスの検出結果を利用して，当該信号線の接続先が送信器であるか受信器である

かを判定し，この判定結果に基づいて自動的に電気的接続を選択することは記載も

示唆もされていない。そうすると，甲第４号証と同様，甲１発明に甲第５号証に記

載された周知技術を組み合わせることが困難であるか，仮に組み合わせることがで

きたとしても相違点４に係る構成に想到することが容易でないというべきである。 

結局，本件出願当時，当業者において，甲１発明に甲第４ないし第６号証に記載

された周知技術を組み合わせる動機付けがないし，仮に組み合わせたとしても，本

件発明と甲１発明の相違点４に係る構成に容易に想到することができないというべ

きである。なお，審決が説示するとおり，「本件発明は，送信線か受信線かを判断す

る手段としてリンクテストパルス検出手段を採用することにより，『１０ＢＡＳＥ－

Ｔにおいて，ＭＡＵとＤＴＥを接続するときにはストレート接続，ＭＡＵ同士ある

いはＤＴＥ同士を接続するときにはクロス接続が要求されるという１０ＢＡＳＥ－

Ｔに固有の問題点を，リンクテストパルスという１０ＢＡＳＥ－Ｔに元々備わって

いる機能をうまく利用して解決したものであるから，コストの増加を最小限に抑え

ることができる』・・・という作用効果」を奏するものであるが（９頁），かかる作
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用効果は甲１発明や甲第４ないし第６号証に記載された周知技術からは当業者にお

いて予測し難い格別のものといい得るから，かかる作用効果の観点からも本件発明

の進歩性を否定することはできない。 

(4) したがって，その余の相違点に係る構成の容易想到性につき判断するまで

もなく，本件出願当時，当業者において，甲１発明に甲第４ないし第６号証に記載

された周知技術を組み合わせることに基づいて，本件発明と甲１発明の相違点に係

る構成に容易に想到することができないから，この旨をいう審決の判断に誤りがあ

るとはいえず，原告が主張する取消事由１は理由がない。 

２ 取消事由２（本件発明と甲２発明の相違点に係る構成の容易想到性の判断の

誤り）について 

特開昭６１－１４０２５７号公報（甲２）は，一つのデータ通信装置をデータ回

線終端装置（ＤＣＥ）としてもデータ端末装置（ＤＴＥ）としても動作させるよう

にするべく，信号線の接続を自動的に切り替えて，ＤＣＥとＤＴＥの電気的接続条

件の相違に対応する発明に係る公報であるところ（１頁右下欄５行～２頁左下欄１

２行），審決が説示するとおり，甲２発明はＲＳ－２３２Ｃと概ね同一仕様のインタ

ーフェイスである（２頁左上欄１３，１４行）「Ｖ．２８を使用したネットワークに

おいて，・・・受信回路の入力電圧を検出し，その検出結果から送信線か受信線かを

判断して信号線を切り替える受信信号電圧検出回路を備えたデータ回線終端装置」

というものである。 

しかしながら，前記１と同様に，甲第２号証においても，ＲＳ－２３２Ｃケーブ

ルにストレートケーブルとクロスケーブルの区別があることや，その取り違えのお

それがあることは記載も示唆もされていないから，甲２発明に基づいてストレート

ケーブルとクロスケーブルの取り違えによる誤接続の問題を解消する構成（例えば

本件発明と甲２発明の相違点４に係る構成）に至る動機付けがないし，また本件発

明によって解決される技術的課題と甲２発明によって解決される技術的課題の相違

のために，かかる動機付けを抱いたとしても，当業者において相違点に係る構成に
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想到することが容易ではない。 

また，甲２発明の「受信回路（レシーバ１１）の入力電圧」も，－３Ｖ以下又は

＋３Ｖ以上であるときは当該装置がＤＣＥ（データ回線終端装置）として機能する

ように入出力信号線が切り替えられ，あるいは上記「入力電圧」が－３Ｖから＋３

Ｖの範囲内にあるときは当該装置がＤＴＥ（データ端末装置）として機能するよう

に入出力信号線が切り替えられるという役割を果たすものであるが（２頁左下欄１

４行～右下欄９行，右下欄１１行～３頁左下欄１４行，第１図），前記１のとおりの

１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線で送受信される「リンクテストパルス」の

作用ないし機能にかんがみれば，甲２発明の「受信回路の入力電圧」とツイストペ

ア線の「リンクテストパルス」とは，技術的な作用ないし機能が異質であり，甲２

発明において「受信回路の入力電圧」を「リンクテストパルス」に置き換えて相違

点４に係る構成に至る動機付けがあるとはいえない。 

そして，前記１と同様に，甲２発明に甲第４ないし第６号証に記載された周知技

術を組み合わせることが困難であるか，仮に組み合わせることができたとしても相

違点４に係る構成に想到することが容易でないというべきである。 

そうすると，その余の相違点に係る構成の容易想到性につき判断するまでもなく，

本件出願当時，当業者において，甲２発明に甲第４ないし第６号証に記載された周

知技術を組み合わせることに基づいて，本件発明と甲２発明の相違点に係る構成に

容易に想到することができないから，この旨をいう審決の判断に誤りがあるとはい

えず，原告が主張する取消事由２は理由がない。 

３ 取消事由３（甲３発明の認定の誤り，本件発明と甲３発明の相違点の認定の

誤り及び同相違点に係る構成の容易想到性の判断の誤り）について 

(1) 原告は，審決がした甲３発明の認定のうち，「Ｉ／Ｏラインのインピーダ

ンスを検出する検出回路と，」との部分は「Ｉ／Ｏラインへの入力をインピーダンス

として検出する検出回路と，」と認定すべきであるなどと主張する。しかしながら，

特開平３－５００２３８号公報（甲３）の請求項４の特許請求の範囲には，「１以上
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のＩ／Ｏラインにおけるインピーダンスレベルを測定して，検出したインピーダン

スレベルに基づいてＩ／Ｏユニットが結合信号の所要の結合を行えるように制御す

る機構（５１１）を備えたことを特徴とする，請求の範囲第１項ないし第３項のい

ずれかに記載のインタフエースユニツト。」と記載されており，また，３頁左下欄１

９行ないし４頁左上欄１１行には「Ｉ／Ｏ回路５１の内部構造を，第６図に拡大し

て示してある。この図示の例では，Ｉ／ＯラインＬ１，Ｌ２ないしＬ１６の各々は，

２個の互いに逆向きに並列接続した緩衝増幅器Ａ１及びＡ２を備え，これらの緩衝

増幅器は，緩衝増幅器Ａ１及びＡ２の一方が作動状態にあり他方が作動状態にない

ように制御論理部５１４により制御できる。・・・送信機（たとえばＡ１）の出力イ

ンピーダンスが低く（１００ないし３００オーム），受信機（たとえばＡ２）の出力

インピーダンスが比較的高い（３ないし７キロオーム）ことを，測定に利用する。

測定は，ラインＬ１とＬ２を入力として働かせることにより開始し，受信機Ａ２の

インビータンスが高いことは，Ｉ／Ｏ回路の側のラインに表われる。このようにし

て，検出回路５１１により測定されたラインからのインピーダンスレベルは，受信

機が装置の側でもラインに接続されている場合には高く，これと相応して，送信機

が装置の側でラインに接続されていると低い。・・・１以上のラインＬ１ないしＬ１

６のインピーダンスレベルを測定することにより，インタフエースが取り付けられ

る装置が，端末装置ＤＴＡまたはデータ通信装置ＤＣＥであるかどうかを自動的に

判別できる。この判別に基づいて，制御論理部５１４が，今までは新しい接続ケー

ブルの据え付け又は他の複雑な処理を必要としていた，信号の所要のクロスコネク

シヨンを実施できるように自動的に制御される。」と記載されているから，甲３発明

の「インターフエイスユニツト」は「Ｉ／Ｏラインのインピーダンス」を検出する

「検出回路」を備えているとした審決の認定に誤りはない。 

したがって，審決がした本件発明と甲３発明の相違点４の認定にも誤りはない。 

そうすると，甲３発明の認定の誤り及び本件発明と甲３発明の相違点の認定の誤

りをいう原告の主張は理由がない。 
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(2) 甲第３号証も，甲第１号証と同様に，ＤＴＥ，ＤＣＥのいずれに接続され

ても，その電気的接続条件の違いに応じて信号線の切替え（クロスコネクション）

を行うことができるようにするインターフェースユニットに関する発明を開示する

もので（１頁左下欄１５～１８行），甲３発明は，審決が説示するとおり，「接続ケ

ーブルを使用したネットワークにおいて，ＤＣＥ又はＤＴＥに接続される送受信線

を切り替えるためのインターフェースユニットであって，Ｉ／Ｏ（入力／出力）ラ

インのインピーダンス」の検出結果に応じて，送信線か受信線かを判断する構成を

備えるものである。 

しかしながら，前記１と同様に，甲第３号証においても，ＲＳ－２３２Ｃケーブ

ルにストレートケーブルとクロスケーブルの区別があることや，その取り違えのお

それがあることは記載も示唆もされていないから，甲３発明に基づいてストレート

ケーブルとクロスケーブルの取り違えによる誤接続の問題を解消する構成（例えば

本件発明と甲３発明の相違点４に係る構成）に至る動機付けがないし，また本件発

明によって解決される技術的課題と甲３発明によって解決される技術的課題の相違

のために，かかる動機付けを抱いたとしても，当業者において相違点に係る構成に

想到することが容易ではない。 

また，甲３発明の「Ｉ／Ｏラインのインピーダンス」も，接続されている複数の

信号線のインピーダンスの高低を基に入出力信号線を切り替えるという役割を果た

すものであるが（３頁左下欄１９行～４頁左上欄１１行，図６），前記１のとおりの

１０ＢＡＳＥ－Ｔ準拠のツイストペア線で送受信される「リンクテストパルス」の

作用ないし機能にかんがみれば，甲３発明の「Ｉ／Ｏラインのインピーダンス」と

ツイストペア線の「リンクテストパルス」とでは，技術的な作用ないし機能が異質

であり，甲３発明において「Ｉ／Ｏラインのインピーダンス」を「リンクテストパ

ルス」に置き換えて相違点４に係る構成に至る動機付けがあるとはいえない。なお，

上記「Ｉ／Ｏラインのインピーダンス」をインピーダンス測定の前提となる「Ｉ／

Ｏラインへの入力」ないし「Ｉ／Ｏラインへの入力の入力電圧」に置き換えてみた
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としても，結論は異ならない。 

そして，前記１と同様に，甲３発明に甲第４ないし第６号証に記載された周知技

術を組み合わせることが困難であるか，仮に組み合わせることができたとしても相

違点４に係る構成に想到することが容易でないというべきである。 

そうすると，その余の相違点に係る構成の容易想到性につき判断するまでもなく，

本件出願当時，当業者において，甲３発明に甲第４ないし第６号証に記載された周

知技術を組み合わせることに基づいて，本件発明と甲３発明の相違点に係る構成に

容易に想到することができないから，この旨をいう審決の判断に誤りがあるとはい

えず，原告が主張する取消事由３は理由がない。 

 

第６ 結論 

以上によれば，原告が主張する取消事由はいずれも理由がないから，主文のとお

り判決する。 
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